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N=2742

N=2109

九州地方

５月２日に群馬県南部でM4.1の地震（最大震度４）が
発生した。
５月21日に群馬県北部でM4.7の地震（最大震度３）が
発生した。
気象庁はこの地震に対して〔栃木県北部〕で情報発表した。

６月６日に千葉県東方沖でM5.0の地震（最大震度３）
が発生した。
６月７日に新潟県上中越沖でM3.8の地震（最大震度４）
が発生した。
気象庁はこの地震に対して〔新潟県上越地方〕で情報発表した。

①

②

(上記期間外)

特に目立った地震活動はなかった。

関東・中部地方

補足　　　　　　　
●６月２日に台湾付近（台湾中部）でM6.3の地
　震が発生した。この地震の発震機構は西北西－
　東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型である。こ
　の地震の震央付近では、３月27日にもM6.1
　の地震が発生している。
●６月４日に福島県沖の深さ約50kmでM4.7の地
　震が発生した。この地震の発震機構は西北西－東
　南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレー
　トと陸のプレートの境界で発生した地震である。
●６月６日に千葉県東方沖の深さ約50kmで
　M5.0の地震が発生した。この地震の発震機構
　は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型
　で、太平洋プレートとフィリピン海プレートの
　境界で発生した地震である。
●６月７日に新潟県上中越沖〔新潟県上越地方〕
　の深さ約10kmでM3.8の地震が発生した。こ
　の地震の発震機構は東西方向に圧力軸を持つ逆

　断層型で、地殻内で発生した地震である。
●６月8日に与那国島近海の深さ約25kmで
　M5.8の地震が発生した。この地震の発震機構
　は北北西－南南東方向に圧力軸を持つ型（速報）
　である。
●６月８日16時17分に和歌山県北部の深さ約
　５kmでM4.0の地震が発生した。この地震の
　発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ
　逆断層型（速報）で、地殻内で発生した地震で
　ある。この地震の震源近傍では、同日20時39
　分にもM3.9の地震が発生するなどややまと
　まった活動がみられた。

注： 地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、米国地質
　　調査所のGTOPO30、及び米国国立地球物理データセンターの
　　ETOPO2v2を使用
注： 〔　〕内は気象庁が情報発表で用いた震央地域名である。
　　ＧＮＳＳとは、ＧＰＳをはじめとする衛星測位システム全般をし
　　めす呼称である。

近畿・中国・四国地方

特に目立った地震活動はなかった。

（上記期間外）
６月８日に和歌山県北部でM4.0の地震（最大震度４）、
M3.9の地震（最大震度４）が発生した。

N=3369

N=6418

沖縄地方

特に目立った地震活動はなかった。

（上記期間外）
６月８日に与那国島近海でM5.8の地震（最大震度３）
が発生した。

地震調査 詳しくは、ホームページ　[htp://www.jishin.go.jp/]　をご覧ください。
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地震調査委員会

津波評価部会の紹介

1. 津波評価部会の設置

　地震調査研究推進本部（以下、地震本部）では、
東日本大震災における津波による甚大な被害を
踏まえ、我が国の津波防災に貢献すべく、津波
に関する評価の検討を行うこととしています。
地震本部では、これまで地震の長期評価を行っ
てきましたが、二次的な現象である津波につい
ては事例整理を行うのみでした。このため、平
成 25年 2月の地震調査委員会において、地震
により発生する津波の予測手法を検討するとと
もにそれを用いた津波の評価を行うことを趣旨
として、同委員会の下に新たに津波評価部会を
設置することが決定されました。
　津波評価部会は、地震や津波の専門家に加え、
社会科学の専門家、防災関係省庁等の関係者か
ら構成され、これまでに２回開催されています
（平成25年６月現在）。

津波評価部会では、主に以下の事項について審議
することとしています。

(1) 津波の予測手法に関すること

(2) 津波の予測の実施に関すること

(3) その他必要な事項（津波の予測・

      評価結果の利活用に関すること等）

2. 津波評価部会の目的と 主な検討内容

　津波評価部会では、その設置趣旨に基づき、
地方公共団体等が避難計画の策定や海岸保全施
設・津波避難施設の整備等の検討 ･見直しを行
うにあたり、最大規模の地震だけでなく比較的
発生頻度が高く繰り返し発生し得る規模の地震
も含め、津波の波源となり得る様々な地震を考
慮して実情に応じた津波の検討が行えるよう、
科学的知見に基づいた津波の評価や予測のため
の標準的な手法を検討し、それらを体系的に分
かりやすく示すことを当面の目的とします。ま
た、その手法に基づき、発生した場合に災害を
引き起こすおそれのある津波を中心に、避難計
画の策定等の防災対策に役立つよう出力内容を
検討の上、評価を行うこととしています。
　これらの目的のため、今後、次の事項を中心
に検討を進めていく予定です。

第 2 回津波評価部会（平成 25 年 5 月 28 日開催）

津波評価部会の委員名簿

（部会長）
　今 　村 　文　彦　 国立大学法人東北大学災害科学国際研究所教授
（委 員）
　柄 　谷　 友　香 　名城大学大学院都市情報学研究科准教授
　越 　村 　俊　一 　国立大学法人東北大学災害科学国際研究所
　　　　　　　　　　 広域被害把握研究分野教授
　後 　藤 　和　久 　国立大学法人東北大学災害科学国際研究所
　　　　　　　 　 　 低頻度リスク評価研究分野准教授
　佐 　竹 　健　治　 国立大学法人東京大学地震研究所教授
　高 　橋 　智　幸　 関西大学社会安全学部教授
　谷 　岡 　勇市郎 　国立大学法人北海道大学大学院理学研究院教授
　都 　司 　嘉　宣　 四万十市地震・津波対策アドバイザー　独立行政
　　　　　　　　　 　法人建築研究所国際地震工学センター
　　　　　　　　　 　特別客員研究員
　行 　谷 　佑　一　　独立行政法人産業技術総合研究所
　　　　　　　　　　活断層・地震研究センター主任研究員
　西 　村 　裕　一　 国立大学法人北海道大学大学院理学研究院助教
　野 　田 　　　徹　 国土交通省水管理・国土保全局防災課長
　馬 　場 　俊 　孝　独立行政法人海洋研究開発機構地震津波・防災
　　　　　　　　　 　プロジェクト技術主任
　林 　　　　　　豊　  気象庁気象研究所地震火山研究部
　　　　　　　　　　第一研究室主任研究官
　藤 　山 　秀　 章　　内閣府政策統括官付参事官
　藤 　原 　広　 行  　独立行政法人防災科学技術研究所社会防災
　　　　　　　　　　システム研究領域長
　牧　　　　紀　男　 国立大学法人京都大学防災研究所准教授
　松 　本　 良 　浩　 海上保安庁海洋情報部技術・国際課地震調査官
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　(1) 津 波 の 予 測 や 評 価 を
　　  するための標準的な手法

　最新の科学的知見を基礎として、津波の予
測や評価を行うために必要な震源断層の設定か
ら津波高や浸水域の計算まで含む総合的かつ標
準的な方法論を示すため、必要な事項を検討し
ます。
　例えば、震源断層の設定については、津波の
波源となる海のプレートと陸のプレートの境界
で生じる地震や海底の断層で生じる地震等につ
いて、地震時の断層のずれをどのように設定す
るか検討する予定です。また、波源から沿岸ま
での津波伝播や陸域における遡上の計算におい
ては、波の振る舞いの表現や、海底面や地面か
ら受ける抵抗力の表現において採用する計算手
法等を検討する予定です。この他、地震時に断
層がどのようにずれるかといった津波の予測に
は必須の情報が地震発生前には必ずしも十分に
は得られないことや計算過程の近似等により生
じる結果のばらつきをどのように評価するかに
ついても検討する予定です。

　(2) 標準的な手法に基づく 
　　　 津波評価

　標準的な手法に基づき、最大規模の津波だけ
でなく、比較的発生頻度が高く繰り返し発生し
得る津波についても評価を実施します。評価に
あたっては、後述のニーズや課題等も踏まえた
情報を提供できるよう検討を行います。また、
我が国の周辺海域で発生する地震だけでなく、
遠地で発生する地震による津波についても対象
とする予定です。さらに、様々な海域で発生す
る地震による津波を総合的に評価し、全国の沿
岸域における津波ハザード評価を実施すること
についても検討する予定です。

　(3) 利活用のためのニーズや    
　　  課題、分かりやすい表現方法

　上記２つの事項についての検討を進めるにあ
たっては、地方公共団体や国、事業者等の防災
担当者のニーズや課題を把握し、防災対策に役
立つ情報が何かを随時検討します。また、情報
の提供先を考慮した分かりやすい表現方法につ
いても検討を行っていきます。

地震調査研究推進本部の組織概要

地震調査研究推進本部　本部会議　本部長：下村 博文（文部科学大臣）

政策委員会 地震調査委員会

委員長：中島 正愛
（国立大学法人京都大学防災研究所教授）

委員長：本藏 義守
（国立大学法人東京工業大学名誉教授）

部会長：佐竹 健治
（国立大学法人東京大学地震研究所教授）

部会長：纐纈 一起
（国立大学法人東京大学地震研究所教授）

部会長：今村 文彦
（国立大学法人東北大学災害科学研究所教授）

部会長：長谷川 昭
（国立大学法人東北大学名誉教授）

部会長：平原 和朗
（国立大学法人京都大学大学院理学研究科教授）

総合部会

調査観測計画部会

長期評価部会

強震動評価部会

津波評価部会

地震活動の予測的な評価手法
検討小委員会



1. はじめに
　平成16年10月の新潟県中越地震、平成19年7月
の新潟県中越沖地震等、近年、「ひずみ集中帯」と呼ば
れる褶曲－断層帯において、立て続けに大きな被害地
震が発生しました。
　このため、ひずみ集中帯を対象として、当該地域に
おける活断層及び活褶曲等の活構造の全体像を明らか
にし、ひずみ集中帯で発生する地震の規模や時期の長
期評価、強震動評価の高度化に資することを目的とし
て、文部科学省の科学技術試験研究委託業務として「ひ
ずみ集中帯の重点的調査観測・研究」を独立行政法人
防災科学技術研究所が受託し、関係行政機関、大学、
独立行政法人、地方公共団体等との連携・協力の下、
平成19年度から平成24年度にわたり自然地震観測・
制御震源による地殻構造探査などを中心とした調査観
測・研究を実施しました。

2. 震源断層モデルの構築
　東北日本の日本海側に存在するひずみ集中帯は、厚
い堆積層に覆われており、被害を引き起こす活断層の
多くは、その堆積層の下に隠されています。
　この地域では、日本海拡大時に引張場のもとで形成
されたリフト構造と呼ばれる主に正断層から成る裂け
目状の構造が、圧縮場への反転によって既存の正断層
の構造境界を使って逆断層として再活動しているため、
地震が発生すると考えられています（図１）。

図２ 基盤形状（地震波の等速度の面）の斜め上方から（左）
と真上から（右）の俯瞰図。赤線は活断層。

図１ ひずみ集中帯における断層を含む基盤構造の模式図。（左）
日本海拡大時のリフト構造形成期。（右）圧縮場へ反転した現在。

既存の正断層構造が逆断層として再活動。
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観測・制御震源による地殻構造探査などを実施しまし
た。得られた断層候補の中から、1828年越後三条地
震に対応すると思われる断層について、強震動を計算
し、新たに史料をもとに見積もられた震度と比較する
ことにより断層モデルの検証を行い、おおむね一致す
る結果が得られたため、この手法による震源断層モデ
ルの構築が有効であることを示すことが出来ました。

2.1新潟地域の詳細な地殻構造

　地下の構造がどのようになっているのかを調べるた
め、新潟地域を中心に300点の地震観測点を設置し、
稠密な自然地震観測を行いました。得られたデータを
用いて、地震波トモグラフィ（地震波を使用したCT
スキャンのような手法）により、地殻構造の詳細イメー
ジングを行い、新潟平野周辺の詳細な地殻構造を描き
出すことができました（図２）。

地震調査研究プロジェクト

ひずみ集中帯の
重点的調査観測・研究①

　この5測線での地殻構造探査と、8測線での高分解
能反射法地震探査、さらに既存の石油公団の基礎物理
探査等をもとに、矩形断層モデルの作成を試みました

　ひずみ集中帯の地震像を明らかにするためには、地
震を引き起こす断層がどこにあるかを知ることが重要
となります。それらを明らかにするために、自然地震

越後山地より西側の新潟平野や中越地域の丘陵地域の
下では、基盤が極めて深い位置にあることが分かりま
す。凹地を含む低地の構造は、おおむね北東－南西方
向に連続し、舟状の凹地構造を形成しており、想定し
ていた地下構造のモデル（図１）と一致する結果とな
りました。2011年長野県・新潟県県境付近の地震、
2004年中越地震、2007年中越沖地震はいずれも凹
地を避けるように基盤深度の比較的高い場所で発生し
ています。主要な活断層の多くは基盤形状が大きく変
化するところに存在する傾向があります。

2.2 新潟地域の震源断層モデル

　さらに新潟地域では、5測線において人工地震源に
よる地殻構造探査を実施しました（図３）。

（図４）。自然地震の震源分布、前述の自然地震波トモ
グラフィによる地殻構造のデータも参考にしています。
2.3 1828年越後三条地震の強震動評価

　明らかになった震源断層モデルが実際に有効である
かを検証するために、1828年三条地震を対象として、
震源モデルと地下構造モデルを構築し地震動シミュ
レーションを行いました。その結果、強震動評価は、

本研究で史料地震学的に新たに推定した震度分布とお
おむね整合的なものとなりました（図５）。
したがって、本研究で用いた強震動評価とモデル検証
の方法を他の地域にも適用すれば、その地域で同様に
強震動予測を高度化できることが期待されます。

　次回はこの他にも興味深い成果が得られましたので
それらをご紹介しまします。
（詳しくは、「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」
年度成果報告書または総括成果報告書をご覧下さい。
これらの報告書は、「 ひ ず み 集 中 帯 の 重 点 的 調
査 観 測 ・ 研 究 」 紹 介 ホ ー ム ペ ー ジ
http://www.hizumi.bosai.go.jp/でご覧になれます。
図はこれらの報告書より引用しました。）
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図３ 新潟地域における地殻構造探査測線

図４ 新潟地域の震源断層の推定矩形モデル。
（青の矩形、破線は推定。）赤実線:活断層。

図５ 計算による地表震度分布（背景色）と史料により
見積もられた震度（丸印）の比較の一例。

　この5測線での地殻構造探査と、8測線での高分解
能反射法地震探査、さらに既存の石油公団の基礎物理
探査等をもとに、矩形断層モデルの作成を試みました
（図４）。自然地震の震源分布、前述の自然地震波トモ
グラフィによる地殻構造のデータも参考にしています。

2.3 1828年越後三条地震の強震動評価

　明らかになった震源断層モデルが実際に有効である
かを検証するために、1828年三条地震を対象として、
震源モデルと地下構造モデルを構築し地震動シミュ
レーションを行いました。その結果、強震動評価は、
本研究で史料地震学的に新たに推定した震度分布とお
おむね整合的なものとなりました（図５）。

したがって、本研究で用いた強震動評価とモデル検証
の方法を他の地域にも適用すれば、その地域で同様に
強震動予測を高度化できることが期待されます。

　次回はこの他にも興味深い成果が得られましたので
それらをご紹介します。
（詳しくは、「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」
年度成果報告書または総括成果報告書をご覧下さい。
これらの報告書は、「 ひ ず み 集 中 帯 の 重 点 的 調
査 観 測 ・ 研 究 」 紹 介 ホ ー ム ペ ー ジ
http://www.hizumi.bosai.go.jp/でご覧になれます。
図はこれらの報告書より引用しました。）
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地震調査

合成開口レーダ（SAR）からの被害情報の定量化

地震調査研究の最先端

用語解説　「津　波　の　波　源」

　津波は、海底の隆起や沈降等によって海面に上下変動が生じ、

それが波長の長い波となって海洋を広く伝わる現象です。この

海面の上下変動の発生源を波源と呼びます。また、波源が広域

に亘るため領域として扱う場合には、その領域を波源域と呼び

ます。

　津波の波源としては、地震による海底の地殻変動が比較的発

生頻度が高くよく知られていますが、その他にも、海底火山の

噴火や火砕流の海域への流入などの火山活動、地震動などによ

り沿岸域で発生した地すべりの海域への流入、海底で発生した

地すべりなど、様々な現象が津波の波源となり得ることが知られ

ています。また、発生頻度はさらに低いものの、隕石衝突も津波の波

源となる可能性があります。

様々な津波の波源のイメージ

海面の上下運動

松岡 昌志 （まつおか・まさし）
東京工業大学大学院総合理工学研究科准教授。

博士（工学）。専門は地震工学、防災ジオインフォ

マティクス。防災科学技術研究所や産業技術総

合研究所などを経て、2012年より現職。

　広域かつ大規模災害の情報収集の手段として人工衛星や航空

機によるリモートセンシングがある。その内、マイクロ波を用

いた合成開口レーダ（SAR）は、天候に左右されず昼夜を問わ

ず観測できることから、災害時の緊急被害把握において有効性

が高いリモートセンシング技術として近年注目されている。マ

イクロ波の位相情報を利用する干渉 SAR（InSAR）と呼ばれ

る解析手法は、距離（例えば、人工衛星と地表までの距離）計

測を通じて、地震や火山活動によって引き起こされた地殻変動

や標高などの定量的な情報が取得できる。地震の地殻変動分布

からは震源断層モデルが推定できるため、地震学の分野におい

て画期的な計測手法のひとつになった。

　一方、マイクロ波の振幅情報である SAR 強度画像は、後方

散乱係数という地表面の凹凸や物質の誘電率に起因した定量情

報ではあるものの、その情報から実際の地表物を同定すること

は容易ではない。その結果、災害前後の SAR 強度画像からは

地表物の解釈や被害状況の目視判読が困難な場合が多く、従来

の研究では「変化抽出」という定性的な被害情報に留まってい

た。しかし、1995 年兵庫県南部地震以降、国内外での地震被

災地を観測した SAR 強度画像と現地調査等に基づく被害情報

との比較から、後方散乱係数の変化と建物被害程度の関係が明

らかになり、SAR 強度画像から定量的な被害情報（例えば、

建物の全壊率）が推定できるようになってきた。また、国や地

域によって市街地や建物の特徴が異なり、被害の様相も異なる

ため、それぞれ対象地域に適した推定手法が必要なことも明ら

かになってきた。図には東北地方太平洋沖地震の被災地を観測

し た ド イ ツ の

TerraSAR-X の

SAR 強度画像か

ら推定した建物

の津波流失率の分

布を示している。

 　同じ被害建物

であっても、そ

の街区・建物の

向きとマイクロ

波の照射方向と

の関係によって

後方散乱係数に

違いが生じるなど、SAR 強度画像からの被害情報の定量化は

そう簡単ではないが、解析事例を数多く蓄積することで手法の

改良を行い、将来の巨大地震災害の広域被害把握に SAR 強度

画像が適用できるよう、準備しておくことが必要と考えている。

SAR強度画像から推定した建物の津波流失率の分布
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